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過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び決算短信等の一部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、本日付で下記の通り過年度の有価証券報告書等の訂正報告書を関東財務局へ提出す 

るとともに、決算短信等の訂正を行いましたのでお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．訂正の経緯および理由 

繰延税金負債については、繰延税金資産の回収可能性の判断に関する手順において、将来 

減算一時差異の解消見込額と将来加算一時差異の解消見込額とを解消見込年度ごとに相殺 

することとされています。しかしながら、過年度においてこの相殺を行うことなく将来加算 

一時差異の全額に対して繰延税金負債が計上され過大計上されていたことが判明したため、 

監査法人と協議のうえ、本件について過年度の決算を訂正することといたしました。なお、 

本訂正に合わせて、その他の重要性の乏しい過年度の未修正の誤謬につきましても訂正して 

おります。 

今般、監査法人による監査またはレビューが終了しましたことから 2022 年２月期決算短 

信及び 2023 年２月期第 1 四半期決算短信を訂正、過年度の決算短信、四半期決算短信につきま

しては、その影響額をサマリー表にて開示いたします。また、金融商品取引法に規定に基づき、

過年度に公表いたしました有価証券報告書等の訂正報告書を関東財務局へ提出いたします。 

 また、内部統制報告書につきましては、業績に与える影響は軽微であり、金額的重要性及び質

的重要性の観点から開示すべき重要な不備には該当しないため、訂正報告書は提出しないこと

といたします。 

 

２．2023 年２月期第２四半期の決算発表への影響 

2022 年 10 月 17 日公表予定の「2023 年２月期第２四半期決算短信〔日本基準〕連結」につ

きましては、当該訂正による影響額を確定し反映させたうえで作成・公表いたします 

 

 



３．本日付で関東財務局に提出した訂正有価証券報告書等 

第 29 期(2018 年２月期) 

有価証券報告書 (自 2017 年３月１日 至 2018 年２月 28 日) 

第 30 期(2019 年２月期) 

有価証券報告書 (自 2018 年３月１日 至 2019 年２月 28 日) 

第 31 期(2020 年２月期) 

第２四半期報告書(自 2019 年６月１日 至 2019 年８月 31 日) 

第３四半期報告書(自 2019 年９月１日 至 2019 年 11 月 30 日) 

有価証券報告書 (自 2019 年３月１日 至 2020 年２月 29 日) 

第 32 期(2021 年２月期) 

第１四半期報告書(自 2020 年３月１日 至 2020 年５月 31 日) 

第２四半期報告書(自 2020 年６月１日 至 2020 年８月 31 日) 

第３四半期報告書(自 2020 年９月１日 至 2020 年 11 月 30 日) 

有価証券報告書 (自 2020 年３月１日 至 2021 年２月 28 日) 

第 33 期(2022 年２月期) 

第１四半期報告書(自 2021 年３月１日 至 2021 年５月 31 日) 

第２四半期報告書(自 2021 年６月１日 至 2021 年８月 31 日) 

第３四半期報告書(自 2021 年９月１日 至 2021 年 11 月 30 日) 

有価証券報告書 (自 2021 年３月１日 至 2022 年２月 28 日) 

第 34 期(2023 年２月期) 

第１四半期報告書(自 2022 年３月１日 至 2022 年５月 31 日) 

 

４．本日訂正した決算短信等 

2022 年２月期 決算短信〔日本基準〕(連結) 

2023 年２月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕(連結) 

 

５．訂正による過年度業績への影響額 

 



 



 

 

以上 


